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鈴鹿市 廃棄物対策課 

（令和５年１２月１日作成） 

 



 
 

１ はじめに 

   この手引書は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「法」という。）に基づく 

  一般廃棄物収集運搬業の許可申請について，鈴鹿市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

  及び施行規則に定めるもののほか，提出書類や審査基準の明確化を図り，申請者が当該 

  申請を円滑にできることを目的として作成する。 

 

２ 受付場所 

   鈴鹿市 環境部 廃棄物対策課 管理企画Ｇ 

    〒513-8701 鈴鹿市神戸一丁目 18番 18号 

    電 話 ０５９－３８２－７６０９ 

    ＦＡＸ ０５９－３８２－２２１４ 

 

３ 申請 

 （１）申請の種類 

   ア 新規申請 新規に許可を取得する場合 

   イ 更新申請 許可（２年間）の失効前に更新する場合 

   ウ 変更申請 取り扱う許可品目や所有車両台数などを変更する場合 

 

 （２）申請の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 申請書の作成 

② 申請日時の予約 

③ 申請 

④ 審査 

⑤ 許可証の交付 不許可の場合は，不許可決定通知書を送付します。 

申請書は鈴鹿市ホームページ等から取得して下さい。 



 
 

 （３）申請方法 

   ア 申請する際は，予め電話にて御連絡して下さい。  

   イ 提出部数は，正副２部用意して下さい。なお，副本は複写でも可とし，受付印押 

    印後，返還します。 

   ウ 審査は，対面審査を原則とします。（郵送による提出は原則不可） 

   エ 本人確認のため，申請時に顔写真の付いた身分証明書を提示して下さい。（運転 

    免許証，パスポート，マイナンバーカード等） 

   オ 申請時には，事業概要等について確認しますので，必ず業務内容に精通した方が 

    来庁して下さい。 

   カ 申請を行政書士に委任される場合は，申請者の実印を押印した委任状を提出して 

    下さい。 

   キ 申請受付後，許可証を発行するまで６０日間としています。ただし，申請内容に 

    不備があった場合や申請者の状況について特に詳細な審査を要する場合には，さら 

    に期間を要することがあります。 

 

４ 申請書及び申請に必要な書類 

 （１）「提出書類一覧」に該当する書類に必要事項を記載し，また写真等を必要に応じて 

   貼付したうえ，申請して下さい。 

 （２）更新申請では，一部の申請書及び添付書類が省略できます。 

 （３）変更申請では，それに対応した書類の提出が必要になります。 

 （４）申請書は，市のホームページからダウンロードできます。 

    【様式ダウンロード先】 

     鈴鹿市ホームページ内 「一般廃棄物収集運搬許可について」 

                https://www.city.suzuka.lg.jp/life/benri/8118.html 

 

５ 許可申請手数料 

   申請当日に庁内の銀行（営業時間は午後４時まで）で納付していただきますので，下 

  記の金額を現金で御用意下さい。 

 （１）新規申請  ３，０００円 

 （２）更新申請  ３，０００円 

 （３）変更申請  ２，０００円 

    ※変更申請とは，①積替え保管の有無，②取り扱う一般廃棄物の種類（例えば、ご 

     み、し尿等）など，収集運搬の事業の範囲を変更する場合に必要な申請をいう。 

 

６ 業務 

   鈴鹿市内で発生した一般廃棄物を収集し，市内の決められた廃棄物処理施設まで運搬 

  すること。 

 



 
 

７ 域外処理に係る事前協議 

   一般廃棄物は，原則自区内処理ですが，鈴鹿市内の一般廃棄物を市外に搬出する場合 

  （域外処理）は，受入先の自治体と鈴鹿市で事前協議が必要となるため，事前に御相談 

  下さい。 

 

８ 申請の際の留意点（審査基準） 

 （１）基本的な考え方 

   ア 申請の審査は，関係法令の規定及び以下の基準に沿って行います。 

   イ 書類審査に加えて，申請者が適正な収運業を営む能力を有しているか，不正又は 

    不誠実な行為をするおそれがないか等について，対面により事情を聴取するととも 

    に，必要に応じて現地を調査します。 

 

 （２）施設等に係る審査基準 

    ア 運搬車両を駐車するにあたり，十分な敷地を有していること。 

    イ 場内が清潔に保たれ，廃棄物等が散乱又は野積みされていない状態であること。 

    ウ 運搬車両を洗車するにあたり，必要に応じて，汚水が適正に処理される設備を 

     有すること。 

    エ 取り扱う一般廃棄物の種類に応じて，当該廃棄物が飛散・流出し，又は悪臭が 

     漏れるおそれがないこと。 

    オ 運搬車両の制限は下記のとおりとする。（令和６年４月１日以降） 

     ①清掃センター 

      総重量１１ｔ未満，かつ全長７．５ｍ以下 

     ②不燃物リサイクルセンター 

      高さ３．２ｍ以下，かつ全長６．２ｍ以下の平ボディ車 

 

 （３）申請者の能力に係る審査基準（令和６年４月１日以降） 

   ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 施行規則第２条の２第２号イ（１）に定め 

    る一般廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有することを確認する 

    ため，新規・更新申請時点において，次のとおり講習会を修了していること（申請 

    時点で修了証が有効期限内であること）を必須とします。また，受講者については， 

    申請者が法人である場合には，その代表者若しくはその業務を行う役員（監査役は 

    除く）とし，個人である場合には，申請者本人とする。 

     なお，申請時には原本及びその写しを提出していただき，原本は確認の上，返却 

    いたします。 

   （ア）（一財）日本環境衛生センターの実施する講習会 

     ①一般廃棄物（ごみ）実務管理者講習 ※有効期限：５年 

     （https://www.jesc.or.jp/training/tabid/125/Default.aspx） 

 



 
 

   （イ）（公財）日本産業廃棄物処理振興センター 

     ①産業廃棄物の収集・運搬課程（新規の場合） ※有効期限：５年 

     （https://www.jwnet.or.jp/workshop/find/index.html） 

     ②産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の収集・運搬課程（更新の場合） 

                              ※有効期限：２年 

     （https://www.jwnet.or.jp/workshop/find/index.html） 

   イ 「講習会を修了していること」については，令和６年度以降に新規・更新申請を 

    行う法人又は個人に適用することとする。ただし，既に許可を受けている法人又は 

    個人であって，令和５年度に更新申請する法人又は個人は令和７年度の更新時，令 

    和６年度に更新申請する法人又は個人は令和８年度の更新時から適用する。 

   ウ 市税，県税，国税に未納がないこと。 

   エ 一般廃棄物収集運搬業の許可を有する者が，改善指導・改善命令等を受けている 

    場合には，それらが適正に改善されていること。 

   オ 欠格要件について，各種証明書類及び関係機関への照会等により審査し，法に定 

    める欠格要件に該当した場合は，許可しないこととする。 

 

９ その他 

 （１）各種届出及び報告書の提出 

   ア 変更届 

     主たる事務所の所在地，代表者，役員，運搬車両等に変更が生じた場合は，変更 

    した日から１０日以内に提出して下さい。 

   イ 廃止届 

     許可業務の全部若しくは一部の休止又は廃止をした場合は，休止又は廃止した日 

    から１０日以内に提出して下さい。 

   ウ 一般廃棄物収集運搬業務実績報告書の提出 

     月毎に処理実績を取りまとめ（許可取得月を含む），四半期に一度，３か月分を 

    翌月の１５日までに窓口又は，郵送にて提出して下さい。（実績が無い場合も提出 

    して下さい。） 

 

 （２）帳簿の備え付け 

    許可業者は，収集又は運搬年月日，収集区域又は受入先，運搬の方法及び運搬先ご 

   との運搬量を記載した帳簿を備えることが義務付けられています。 

 

 （３）一般廃棄物処理の再委託禁止 

    一般廃棄物の処理については，再委託行為は禁止されていますので，排出事業者と 

   の委託契約にあたっては，十分注意して下さい。 

 

 



 
 

【第４号様式 表】 

 

記 載 例 



 
 

【第４号様式 裏】 

 



 
 

【Ａ 収集・運搬の方法及び作業計画書】 

 



 
 

【Ｂ 事業所及び事業場の概要図及び見取図】 

 



 
 

【Ｄ 施設並びに車両・機材調書】 

 



 
 

【Ｆ 誓約書】 

 



 
 

【Ｇ 事業主，役員及び従業員の調書】 

 



 
 

【Ｈ 収集先の調書①（特定の収集先有り）】 

 



 
 

【Ｈ 収集先の調書①（特定の収集先無し）】 

 



 
 

【Ｈ 収集先の調書②（特定の収集先有り）】 

 



 
 

【Ｈ 収集先の調書②（特定の収集先無し）】 

 


